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令和 7 年度 事業計画書 項目 

１．事業方針及び法人理念 

２．八丁堀福祉会の重点課題 

３．事業別令和7年度の年間計画 

４．人材育成と職員処遇の改善 

５．人権擁護虐待防止 

６．防災計画 

７．職員研修計画 

８．法人運営 

 

 

 

 

 

 

 

 



１． 事業方針 

法人の理念の実現に向け、社会状況やニーズの変化に適確に対応するとともに、法令 

遵守と人権擁護に徹し、障害者がその人らしく安心して地域生活を送れるように各事業 

を展開します。また、健全な法人運営と地域福祉の推進に努める。 

＜法人理念＞ 

⚫ 地域に愛され信頼される「開かれた福祉」を志します。 

⚫ あらゆる人の生きる夢を大切にし「希望を提供出来る福祉」を実現します。 

⚫ 安全で快適な環境を作り、あなたらしさを支えていきます。 

⚫ 質の高いサービスを提供するために、専門性の向上と人材の育成に努めていきます。 

２． 八丁堀福祉会の重点課題 

⚫ 開かれた福祉の実現のために向けた動き 

➢ 広島市、呉市とそれぞれ事業実施地域において地域の中で必要とされる事業所を

目指していく。 

⚫ 事業の継続化と安定化を目指し地域課題の解決を目指していく。 

➢ 事業の収益の向上を図り、経営の安定化を図る。平均工賃額、就労定着数など、

明確な目標を持ちそれぞれの職員で必要な動きを共有していく。 

⚫ 人材確保と育成 

➢ 人材の確保は、安定的な事業運営には不可欠である。採用活動においては、法人

ウエブサイトやハローワークだけでなく、法人施設の見学、職業体験、教育機関からの

実習受け入れなどを通じて、積極的に魅力を発信する。 

また、職員紹介制度の活用を推奨し、多様な人材確保策を展開する。 

 

➢ 個々の職員が「福祉職」としてのプライドを持って働けるよう、支援の質を高めるととも

に、地域課題の解決を考えることのできる「プロ集団」を目指していく。そのために、職

員の能力向上を図る研修の実施や資格取得のための支援を行う。 

さらに、将来の法人事業を担う管理職、管理者、相談員の候補者の育成 

を図るとともに、人事異動を通じて職員のキャリア形成を図り、法人全体としての成長

を促進する。 

 

 

３． 事業別令和7年度の年間計画 

⚫ アイリス八丁堀 

（１） 事業形態：就労継続支援B型    定員：20人 



（２） 運営方針：一人ひとりの特性に沿った生産活動の実施及び工賃UPの 

  ための取り組み及び次のステップを目指せる施設 

（３） 具体的な取り組みについて 

⚫ PC作業については個々の能力を把握し、得意なことを伸ばしいく、新たな

チャレンジをしていくことを支援し「メンバーさんのやりたいこと」を新規事業

獲得の中心として考えていく。 

⚫ 個々の目標を把握し、就労、生活維持、居場所作りなど目標に沿った

支援を行っていく。 

⚫ 週１回「制度理解」「障害特性の理解」など個々の課題に沿ったテーマを

用いて職員間で勉強会を行っていく。 

⚫ 職員の社外研修についても積極的に利用する。 

 

⚫ アイリス阿賀 

（１） 事業形態：移行支援事業及び定着支援事業    定員：20人 

（２） 運営方針：一人ひとりの「働きたい」という思いをしっかりと汲み取り、それ 

  それに合った訓練プログラムの実施や実習場所の確保を行っていく。 

（３） 具体的な取り組みについて 

⚫ 「企業から頼られる施設」を目標とし、地域にとって必要とされる事業所を

目指していく。また、アイリス阿賀での取り組みを理解してもらえるよう企業

からの見学等を積極的に受けていく。 

⚫ 就労の出口支援だけでなく、働き始めてからの定着支援も行い、働くこと

がゴールではなく、働き続けるための支援を行っていく。 

⚫ 地域に開かれた施設を目指し、当事者理解の場を増やし、メンバーさん

が主体的に活躍できる場を作る。 

〈具体的な活動内容〉 

紙芝居公演、スポーツ大会、調理実習等 

（４） 食事提供の開始 

⚫ 管理栄養士が設計した献立により、利用者の栄養管理や健康管理を

行う。 

⚫ 低額の料金で提供し、利用者様の経済的負担を軽減する。 

⚫  法人運営  

（１）コンプライアンスと指導管理体制 

法人事業の運営に関しては、法令遵守の徹底を図る。事業所での事

業自己点検シートによる確認、事業所への法人本部による内部監査



（指導面談）の実施、事業所への臨時的運営指導などによる指導管理

並びに定期的な各種報告書提出、管理職・管理者会議開催など法人

本部による事業管理体制を継続する。 

また、第三者評価機関の利用の検討を進める。 

（２）権利擁護の推進 

利用者をはじめとする権利侵害が起きない起こさない権利擁護を徹底

する。業務マニュアルや服務心得を基本に利用者が常に安心して利用で

きる利用環境を整える。 

利用者の権利擁護、虐待防止などのため虐待防止委員会を設置し、

権利擁護等をテーマにした研修を階層別に計画実施するとともに、毎年

１０月の権利擁護月間には各事業所で独自の取り組みと研修を計画

実施する。 

（３）労務管理 

就業管理システムにより勤務状況を把握し適正な労務管理を行い、簡

便な出退勤・届出手続きなど、職員が働き続けやすい業務体制を維持す

る。 

職員は法人運営の財産と考え、両立支援策や社会状況に応じた働き

方が可能な労働環境の整備に引き続き努める。 

ストレスチェック制度の導入を進める。 

４． 人材育成と職員処遇の改善 

⚫ 業務経験に応じた研修受講と、支援制度による資格取得の推進を行う。 

⚫ 障害福祉・介護職務に就く職員について、処遇改善加算を原資とした処遇改善

手当を支給する。支給詳細については、給与規定に定めていく。 

⚫ 職員個々のキャリアに合わせたステップアップを行う。そのためにも定期的に上長との

面談を行い、個々のスキルアップを図る。 

５． 人権擁護虐待防止 

⚫ 令和４年度設置した虐待防止委員会が形骸化しないよう、定期的な委員会開

催とケース検討などを通して勉強会の開催を行っていく。 

⚫ 必要に応じて、成年後見人制度の利用支援を行う。 

⚫ 虐待の防止を啓発・普及する為の従業員に対する研修を実施する。 

６． 防災計画 

⚫ 防災計画の周知を図り、防災避難体制の万全を期すると共に、利用者の方と職

員の防災意識の向上に努める。 



⚫ 行政の防火設備改善指導については、その都度防火設備の整備に努め、常時

防火設備の保全と避難誘導経路の確保に努める。 

⚫ 事業継続計画に基づいて、損害を最小限にとどめ、事業の継続あるいは早期復

旧ができるよう努めていく。 

 

 

７． 職員研修計画 

   会議、研修等予定表 

月 全体 アイリス八丁堀 アイリス阿賀 

4 月 法人運営会議   

5 月 
法人運営会議 

定時理事会 
  

6 月 

法人運営会議 

定時評議員会 

臨時理事会 

  

7 月 
法人運営会議 

 
  

8 月 法人運営会議 避難訓練 避難訓練 

9 月 法人運営会議 
福祉職員キャリアアップ研修

【初任者】 

福祉職員キャリアアップ研修

【初任者】 

10 月 
法人運営会議 

人権擁護研修 
人権擁護研修 人権擁護研修 

11 月 
法人運営会議 

クレーム対応研修 
  

12 月 法人運営会議 障害特性について 障害特性について 

1 月 法人運営会議   

2 月 法人運営会議   

3 月 
法人運営会議 

臨時理事会 
  



 

 

８． 法人運営  

⚫ 経営基盤の確保 

➢ 財務の安定  

法人財務については、物価高騰による収支への影響が予想されるが、必要

とされるサービスを継続的に提供できるよう資金積立の確保と当期末収支資

金残額が直近５年の平均相応額となるよう努める。  

➢ 経理部門の体制強化 

経済環境の変化に対応し法人運営をしていくため経営判断の根幹となる財

務管理を適切かつ速やかに行えるよう、現在の経理体制を検証し充実強化を

図る。 

⚫ コンプライアンスと指導管理体制 

法人事業の運営に関しては、法令遵守の徹底を図る。事業所での事業自己点検シー 

トによる確認、事業所への法人本部による内部監査（指導面談）の実施、事業所への 

臨時的運営指導などによる指導管理並びに定期的な各種報告書提出、管理職・管理者 

会議開催、事務局通信発行など法人本部による事業管理体制を継続する。 

⚫ 権利擁護の推進 

利用者をはじめとする権利侵害が起きない起こさない権利擁護を徹底する。業務マ 

ニュアルや服務心得を基本に利用者が常に安心して利用できる利用環境を整える。 

利用者の権利擁護、虐待防止などのため虐待防止委員会を設置し、権利擁護等をテ 

ーマにした研修を階層別に計画実施するとともに、毎年１０月の権利擁護月間には各 

事業所で独自の取り組みと研修を計画実施する。 

⚫ 労務管理 

職員が働き続けやすい取組を推進する。 

具体的には、勤怠管理システム導入により簡便な出退勤届出手続きや届出などを

行い、勤務状況を随時把握し適正な労務管理を行う。また、担当者の負担を軽減する。 

職員は法人運営の財産と考え、定年雇用年齢の延長検討など社会状況に応じた

働き方が可能な労働環境の整備に引き続き努める。 

 



⚫ 会の運営 

   理事会  年２回以上 

   評議員会 年 1 回以上 

   監査・出納調査 年 1 回 

   役員研修 年 1 回 


